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群馬県総務部財政課

※ 本資料は、財政状況と主要な事業の結果を説明するための参考資料です。

ベトナム政府と経済交流に関する覚書を締結

平成２８年2月にベトナム政府と経済交流に関する覚書を締結し、県内企業のベト
ナムへの進出支援及び投資セミナーや商談会の開催等で協力し、両地域の経済的発展
を図ることとしました。
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一般会計決算収支と主な財政指標
○ 歳入総額は７,４４６億円、歳出総額は７,３６８億円となり、実質収支は３４億円の黒字となりました。

歳入・歳出ともにその規模は前年度を上回りました。

○ 臨時財政対策債を除いた県債残高は６,８４８億円で、前年度に比べ▲１１４億円減少しました。

○ 積立基金（財政調整基金、減債基金、福祉積立基金）の年度末残高は、前年度末に比べ▲１９億円減
の２５４億円となりました。

－１－（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

区      分 備                 考

  歳  入  総  額 7,446 億円 6,997 億円 前年度比＋448億円、＋6.4％の増

  歳  出  総  額 7,368 億円 6,847 億円 前年度比＋521億円、＋7.6％の増

43 億円 112 億円

  実  質  収  支 34 億円 38 億円 59年間連続して黒字

  県  税  収  入 2,451 億円 2,212 億円
地方消費税率引き上げ・法人事業税の復元などの税制改正等により4年連続の
対前年度比増（＋239億円、＋10.8％の増）

  県  債  残  高 11,969 億円 11,859 億円 前年度比＋110億円、＋0.9％の増

6,848 億円 6,962 億円 前年度比▲114億円、▲1.6％の減

5,121 億円 4,897 億円 前年度比＋223億円、＋4.6％の増

267 億円 459 億円 16年間連続して黒字。前年度比▲192億円、▲41.8％の減

  積 立 基 金 残 高 254 億円 274 億円 前年度比▲19億円、▲7.0％の減　※H28年度末残高見込  61億円

127 億円 139 億円 前年度比▲11億円、▲8.1％の減　　※H28年度末残高見込　 39億円

126 億円 134 億円
満期一括償還準備積立残高(H27：393億円、H26：373億円)を除いたもの
前年度比▲8億円、▲5.9％の減　　※H28年度末残高見込　20億円

1 億円 1 億円 ※H28年度末残高見込　1億円

財政運営の自主性の大きさを表す指数。1．00に近いほど財政力が良いことを表し
ている。

95.8 ％ 93.7 ％
経常的に支出される経費に充当された一般財源が、毎年度経常的に収入される
一般財源等に占める割合

12.1 ％ 12.2 ％ 県債の元利償還金及びこれに準じるものの標準財政規模に対する割合

155.2 ％ 162.8 ％ 出資法人等を含めた将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合

0.57485

経 常 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

0.60277

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

福 祉 積 立 基 金

普
通
会
計

財 政 力 指 数

プライマリーバランス（臨時財政対策債除く）

27年度決算 26年度決算

  翌年度に繰越すべき財源

臨 時 財 政 対 策 債 以 外

臨 時 財 政 対 策 債



平成２７年度一般会計決算（歳入）
－２－

○ 歳入は、地方消費税率の引き上げなどの税制改正や企業業績の改善等により県税が＋２３９億円、地方消
費税清算金が＋３０５億円増加する一方、地方交付税が▲９０億円、臨時財政対策債が▲１５０億円減少した
ため、合計では＋４４８億円の増加となりました。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

自主財源

3,894億円

(52.3%)

依存財源

3,552億円

(47.7%)

県税

2,451億円

(32.9%)

諸収入

157億円

(2.1%)

繰入金

193億円 (2.6%)

地方消費税

清算金

765億円 (10.3%)

使用料及び手数料

122億円 (1.6%)

繰越金その他

206億円 (2.8%)

地方譲与税その他

377億円 (5.0%)

地方交付税

1,236億円

(16.6%)

国庫支出金

935億円

(12.6%)

総額

7,446億円

(100.0%)

県債

1,004億円

（13.5%）

うち

臨時財政対策債

457億円

Ｈ26年度

決算額 増減額 増減率

2,451 2,212 239 10.8

765 461 305 66.1

193 233 ▲ 40 ▲ 17.2

157 167 ▲ 10 ▲ 6.2

122 109 12 11.1

206 145 61 42.3

3 ,894 3,327 566 17 .0

1 ,236 1,326 ▲ 90 ▲ 6.8

1 ,004 1,041 ▲ 38 ▲ 3.6

うち
臨時財政対策債

457 607 ▲ 150 ▲ 24.8

935 893 42 4.7

377 410 ▲ 33 ▲ 7.8

3 ,552 3,670 ▲ 118 ▲ 3 .2

7 ,446 6,997 448 6 .4

諸 収 入

Ｈ27年度

決算額
区　　分

（単位：億円、％）

比　　較

県 税

地方消費税清算金

繰 入 金

合            計

県 債

使用料及び手数料

繰 越 金 そ の 他

地方譲与税その他

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

小計(自主財源)

小計(依存財源)



平 成 ２７年 度 県 税 収 入

－３－

○ 県税は、地方消費税率引き上げ・法人事業税の復元などの税制改正や企業業績の改善などにより、
２,４５１億円（＋２３９億円）となり、４年連続の増収となりました。

○ 主な税目では、地方消費税が＋２０７億円、法人事業税が＋５４億円となりました。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

個人県民税

698億円

（28.5%）

法人県民税

129億円

（5.3%）

法人事業税

527億円

（21.5%）

地方消費税

446億円

（18.2%）

自動車税

343億円

（14.0%）

軽油引取税

167億円

（6.8%）

総額

2,451億円

（100.0%）

その他

141億円

（5.7%）

Ｈ27年度 Ｈ26年度

決算額 決算額 増減額 増減率

個 人 県 民 税 698 685 14 2.0

法 人 県 民 税 129 156 ▲ 28 ▲ 17.7

法 人 事 業 税 527 472 54 11.5

地 方 消 費 税 446 239 207 86.8

自 動 車 税 343 346 ▲ 4 ▲ 1.1

軽 油 引 取 税 167 172 ▲ 5 ▲ 3.1

そ の 他 141 142 ▲ 1 ▲ 0.1

合　計 2,451 2,212 239 10.8

地方法人特別譲与税 330 365 ▲ 35 ▲ 9.5

法人事業税＋地方法
人特別譲与税

857 837 20 2.4

区分
比　　較

（単位：億円、％）
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県 税 収 入 の 推 移
－４－

前年比 １０．８%増
＋２３９億円

H27年度決算額
２,４５１億円

（年度）



平成２７年度一般会計決算（歳出・性質別）

－５－

○ 義務的経費は、退職手当の増加等により人件費が＋１４億円の増、臨時財政対策債の元利償還金の
増加等により公債費が＋２１億円の増となったことなどから、前年比で＋４４億円の増となりました。

○ 投資的経費は、国の経済対策に関連した公共事業の減少により普通建設事業費が減（▲５７億円）となっ
たことなどから、前年比で▲５９億円の減となりました。

○ その他の経費は、地方消費税率の引き上げに伴う地方消費税清算金・交付金の増加や大雪被害対策等
により、補助費等が増（＋５２３億円）となったことなどから、前年比で＋５３６億円の増となりました。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

義務的経費

3,530億円

(47.9%)

投資的経費

1,179億円

(16.0%)

その他経費

2,659億円

(36.1%)

その他

419億円

(5.7%) 教育関係人件費

1,569億円

(21.3%)

警察関係

人件費

332億円

(4.5%)

その他職員

人件費

345億円

(4.7%)

扶助費

258億円

(3.5%)

公債費

1,026億円

(13.9%)

普通建設事業費

1,169億円

(15.9%)

災害復旧

事業費

10億円(0.1%)

補助費等

2,240億円

(30.4%)

総額

7,368億円

(100.0%)

Ｈ27年度 Ｈ26年度

決算額 決算額 増減額 増減率

１ 3,530 3,486 44 1.3

（１） 人 件 費 2,246 2,232 14 0.6

教育関係人件費 1,569 1,554 15 0.9

警察関係人件費 332 336 ▲ 4 ▲ 1.3

そ の 他 345 342 3 1.1

（２） 扶 助 費 258 249 9 3.8

（３） 公 債 費 1,026 1,005 21 2.1

２ 1,179 1,238 ▲ 59 ▲ 4.9

（１） 普通建設事業費 1,169 1,226 ▲ 57 ▲ 4.7

（２） 災害復旧事業費 10 12 ▲ 2 ▲ 22.4

３ 2,659 2,123 536 25.3

（１) 補 助 費 等 2,240 1,717 523 30.5

（２) 積 立 金 77 71 5 7.7

（３) そ の 他 342 335 8 2.5

7,368 6,847 521 7.6

（単位：億円、％）

その他経費

義務的経費

合計

区　　　　分
比較

投資的経費



平成２７年度一般会計決算（歳出・目的別）
－６－

○ 構成比の高い費目は、教育費、健康福祉費、公債費の順となりました。

○ 前年度から増加した主な費目は、諸支出金（＋３６４億円、＋７１.０％、地方消費税率引き上げに伴う
地方消費税清算金の増加など）、農政費（＋１００億円、＋４１.６％、大雪被害対策による補助費の増加
など）、健康福祉費（＋８１億円、＋６.３％、社会保障関係経費の増加など）となっています。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

教育費

1,676億円

(22.8%)

健康福祉費

1,370億円

(18.6%)県土整備費

890億円

(12.1%) 公債費

1,029億円

(14.0%)

諸支出金

877億円

(11.9%)

警察費

417億円

(5.7%)

総務費

357億円

(4.8%)

環境森林費

171億円

(2.3%)
農政費

339億円

(4.6%)

産業経済費

生活文化スポーツ費

企 画 費

労 働 費

議 会 費

災害復旧費

総額

7,368億円

(100.0%)

77億円(1.0%)

64億円(0.9%)

44億円(0.6%)

32億円(0.4%)

15億円(0.2%)

10億円(0.1%)

Ｈ27年度 Ｈ26年度

決算額 決算額 増減額 増減率

教 育 費 1,676 1,652 24 1.5

健康福祉費 1,370 1,289 81 6.3

公 債 費 1,029 1,007 21 2.1

県土整備費 890 964 ▲ 74 ▲ 7.7

諸 支 出 金 877 513 364 71.0

警 察 費 417 440 ▲ 23 ▲ 5.2

総 務 費 357 349 7 2.1

農 政 費 339 240 100 41.6

環境森林費 171 175 ▲ 3 ▲ 1.7

産業経済費 77 57 20 35.4

そ の 他 165 161 4 2.3

合　計 7,368 6,847 521 7.6

科   目
比較

（単位：億円、％）
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H27年度決算額 7,368億円

前年比 7.6%増
＋５２１億円

○ 平成２７年度の歳出決算額は７,３６８億円で、平成２０年度以降で最も大きな規模となりました。

－７－
（年度）

（注）平成元年度から19年度については、上段の数値が制度融資を含めた決算額、下段の数値が制度融資を除いた決算額となっている。
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臨時財政対策債

臨財債除き県債残高

県債発行額

群馬県の県債
－８－

※県民一人あたりの県債残高は、H28.3.31現在の住民基本台帳に基づく人口数で算出したものです。

○ 臨時財政対策債を除いた県債残高は、発行額を上回る償還を行った結果、６,８４８億円となり前年度
に比べて▲１１４億円減少しました。

○ 一方で、実質的な地方交付税である臨時財政対策債を含めた県債残高は、１兆１,９６９億円となり
前年度に比べて１１０億円増加しました。

（年度）

県民１人あたり残高
約６１万円



群馬県の積立基金

（億円）

（年度）

※減債基金残高は満期一括償還の償還準備分を除いたものです。

○ 積立基金（財政調整基金、減債基金、福祉積立基金)の年度末残高は、財政調整基金及び減債基金を
取り崩したことにより、前年度末に比べ▲１９億円の２５４億円となりました。

福祉

減債

財調

－９－



財政健全化法に基づく財政指標
○ 財政健全化法に基づく健全化判断比率は、平成２６年度決算と同様にすべての指標が早期健全化基準

を大きく下回っています。

※表中の順位は、低い（良い）方からの全国順位です。

－１０－

指　　　標
２７年度

決算
２６年度

決算
早期健全化

基準
財政再生

基準

① 実 質 赤 字 比 率
・  一般会計等の実質赤字の標準財政規模
  に対する割合

② 連 結 実 質 赤 字 比 率
・　電気・病院等の公営企業会計を含む全会
　計を対象とした実質赤字比率

③ 実 質 公 債 費 比 率
・  県債の元利償還金及びこれに準じるもの
　の標準財政規模に対する割合

④ 将 来 負 担 比 率
・  出資法人等を含めた将来負担すべき実質
　的な負債の標準財政規模に対する割合

１２．１％ １２．２％ ２５％ ３５％

１５５．２％ １６２．８％ ４００％ －

－
(赤字なし)

－
(赤字なし)

３．７５％ ５％

－
(赤字なし)

－
(赤字なし)

８．７５％ ２０％

H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７

群馬県 9.5% 9.9% 10.6% 11.4% 11.6% 12.0% 12.2% 12.1%

順位 第3位 第3位 第3位 第5位 第6位 第5位 第9位 第14位

全国平均 12.8% 13.0% 13.5% 13.9% 13.7% 13.5% 13.1% 12.7%

7.5%

10.0%

12.5%

15.0%

実質公債費比率の推移

H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７

群馬県 198.6% 194.0% 179.4% 177.0% 174.3% 169.0% 162.8% 155.2%

順位 第9位 第8位 第8位 第9位 第9位 第12位 第12位 第12位

全国平均 219.3% 229.2% 220.8% 217.5% 210.5% 200.7% 187.0% 175.6%

150.0%

200.0%

250.0%

将来負担比率の推移



平成２７年度の主要事業

老朽化が著しい機械設備等の改修工事及びホール
天井の耐震改修工事を実施しました。

あわせて、ホールの内装を創建当時（昭和５年）の
イメージに再現し、国の登録有形文化財である群馬
会館の外観との調和を図りました。

群馬会館改修
（2億8,632万円）

－１１－

「はばたけ群馬プランⅡ」及び
「群馬県版総合戦略」の策定

（632万円）

平成２８年度を初年度とする新総合計画「はばたけ
群馬プランⅡ」と、群馬の未来創生に向けた「群馬県
版総合戦略」を一体的に策定しました。

改修後のホール はばたけ群馬プランⅡ



ぐんま総合芸術推進

（8,398万円）

群馬交響楽団の創立７０周年を記念し、オペラ
「蝶々夫人」を制作・上演したほか、メディア芸術など
の新たな地域文化芸術の振興に取り組みました。

－１２－

ぐんま暮らし支援
（1,804万円）

本県への移住者、Ｕ・Ｉターンの増加を図るため、平
成２７年４月、東京・有楽町に「ぐんま暮らし支援セン
ター」を開設し、専任の相談員を配置するとともに、移
住相談会の開催、「ぐんま暮らしポータルサイト」やガ
イドブックによる情報発信など、市町村と連携し、移住
の促進に取り組みました。

移住相談会（ぐんま暮らしフェア2015） オペラ「蝶々夫人」（桐生公演）



ぐんま県民マラソン

（4,977万円）

フルマラソンを導入し、参加者の健康増進を図ると
ともに、県内外約１万５千人の参加者に群馬の魅力
を発信する機会となりました。

前橋赤十字病院建設事業費補助

（5億3,464万円）

老朽化が進んだ前橋赤十字病院の移転新築に伴
い、大規模災害時の拠点病院機能や高度救命救急
センター機能等、病院が担っている全県域をカバー
する機能の整備に対して平成２７年度からの３か年
計画で補助を行っています。

－１３－

前橋赤十字病院完成予想図フルマラソン・スタート



－１４－

医師・看護師確保対策

（8億8,295万円）

臨床研修病院合同ガイダンスへの出展などを通じ
て、医師の県内への誘導及び定着を図るとともに、群
馬県地域医療支援センターにおいて医師のキャリア
形成支援に取り組みました。

また、看護師等養成所在学生に対する修学資金貸
与や看護師等養成所の運営費に対する補助など、看
護職員の確保及び定着を図りました。

高齢者保健福祉計画に基づき、特別養護老人
ホーム及び介護老人保健施設の整備への補助を実
施しました。

特別養護老人ホーム

平成２６末 9,870床 → 平成２７末 10,274床
介護老人保健施設

平成２６末 6,378床 →  平成２７末 6,535床

特別養護老人ホーム等施設整備費補助

（6億606万円）

特別養護老人ホーム カナン(渋川市) レジナビフェア東京の様子



－１５－

第３子以降３歳未満児保育料免除

（3億2,251万円）

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、県内全
ての第３子以降の３歳未満児の保育料無料化を市町
村と連携して実施しました。

子ども医療費補助
（37億9,869万円）

安心して子どもを産み育てやすい環境を整備するた
め、全国に先駆け、平成２１年１０月から、県内全市町村
で入通院とも中学校卒業までの医療費無料化を実施し
ています。

認定こども園の様子診察の様子



ぐんま緑の県民基金事業

（15億3,682万円）

ぐんま緑の県民基金を活用して、条件不利地等の
森林整備やボランティア活動・森林環境教育の推進
を図るとともに、森林環境の保全のため、市町村が
提案・実施する里山・平地林の整備等の事業に対し
て補助を行いました。

－１６－

質の高い自然体験により、県内小中学生の自然保
護意識の醸成を図り、郷土を愛する心を育むため、
尾瀬でガイドを伴った環境学習を実施する尾瀬学校
を推進しました。
（実施学校数139校、参加児童生徒数10,213人）

尾瀬学校

（8,073万円）

ぐんま緑の県民基金を活用した里山整備（みなかみ町）尾瀬学校の様子



－１７－

県産材加工地域拠点施設整備

（4億8,336万円）

「林業県ぐんま」への飛躍をめざし、県産木材の供
給・流通体制を強化するため、森林組合等が行う、地
域における木材加工流通の拠点となる施設の整備に
対して補助を行いました。

大雪農業被害対策
（164億592万円）

大雪被害を受けて再建した鉄骨ハウス

平成２６年２月の記録的な大雪により甚大な農業被
害を受けた農家を支援するため、農業用施設の再建
に係る経費の補助、経営の継続に必要な資金につい
ての利子補給を行いました。

ウッドビレジ川場（川場村）



本県蚕糸業を産業として継承していくため、将来に
わたり繭生産を続け、増産に取り組む農家組織への
支援をはじめ、多様な担い手の育成・確保や観光蚕
糸業の推進に向けた対策を実施しました。

蚕糸業継承対策

（5,932万円）

－１８－

ミラノ国際博覧会出展
（4,050万円）

イタリアで開催された「ミラノ国際博覧会」に出展し、
県産農畜産物と世界遺産をはじめとした本県の総合
的な魅力をＰＲするとともに、現地での商談会を開催
し、県産農畜産物の輸出促進を図りました。

多様な担い手育成のための研修（蚕糸技術センター）
上州和牛カッティングセミナー



庁内関係部局及び労働局等と連携し、特別支援学
校の生徒や支援機関の利用者等への就労支援を行
うとともに、企業の障害者雇用に対する理解を深める
ための情報発信を強化し、障害者雇用の一層の促進
を図りました。

障害者雇用促進強化対策

（5,945万円）

群馬県の魅力を集中宣伝する「ググっとぐんま観光
キャンペーン」を、県、市町村、ＪＲ東日本、観光団体
等が連携し、平成２７年１０月から１２月に開催しまし
た。

・観光客入込数（１０～１２月）
平成２６：1,602万人→平成２７：1,656万人

ググっとぐんま観光キャンペーン

（2,100万円）

－１９－

ＪＲ上野駅での上州ぐんま産直市一般就労作業の様子



「Ｇターン倶楽部」を活用し、県内企業訪問バスツ
アーや合同企業説明会などを行うＧターン応援事業
を実施しました。

また、若者就職支援センターにおいて、カウンセリ
ングから職業紹介・職場定着支援まで、ワンストップ
サービスによる若者就職支援等を行いました。

※「Ｇターン倶楽部」
首都圏や県内の大学と県が連携し、県内への
Ｕ・Ｉターン就職を支援
（平成２８年度４月末現在１１３校が参加）

若者就職全力応援

（1億3,801万円）
７つの交通軸を強化する道路整備の推進

（261億2,362万円）

－２０－

東毛広域幹線道路大泉邑楽バイパス

県内企業訪問バスツアーの様子

高速交通網の効果を県内すべての地域や産業の発
展に活かし、交通渋滞の緩和とともに経済・産業活動
における基盤強化を推進するため、高速道路網を補
完する「７つの交通軸」を重点的に整備しました。

※平成２７年度 主な開通箇所：
東毛広域幹線道路４車線化（境工区ほか）

※平成２８年度 主な開通箇所：
東毛広域幹線道路４車線化（玉村伊勢崎バイパス）
（平成２８年７月完了）
国道１７号上武道路全線開通（予定）



近年多発している局地的大雨（ゲリラ豪雨）や大型
化する台風による災害を未然に防止するとともに、被
害の軽減を図るため、ハード・ソフト両面から治水対
策や土砂災害対策を行いました。

災害に強い県土を築く治水・土砂災害対策

（94億5,820万円）

－２１－

平成１１年から園道やトイレなど必要な環境整備を
実施し、平成２７年１１月に整備が完了しました。

多々良沼公園整備

（1億3,274万円）

小野窪沢 砂防堰堤（藤岡市）
多々良沼公園（館林市）



－２２－

特別支援学校職業自立推進
（1,327万円）

特別支援学校高等部生徒の卒業後の一般就労
を促進するため、就労支援員の配置による体験実
習先及び就労先の開拓や、雇用主の障害者雇用
に対する理解促進を図る事業などを実施しまし
た。

いじめ・不登校など児童生徒の心の問題等を改善
するため、小学校、中学校、高校におけるスクールカ
ウンセラーの全校配置を継続しました。

また、スクールソーシャルワーカーの配置を行い、
問題を抱える児童・生徒の保護者に対し、家庭訪問
等による支援を行いました。

児童生徒の心のケアシステム推進

（2億7,299万円）

カウンセリング風景 企業の採用担当者を対象とした学校見学会の様子



交通安全施設整備
（22億3,298万円）

信号機の新設、老朽化した既設信号機の改良・Ｌ
ＥＤ化、道路標識等の新設・改良などにより、交通
事故防止や安全かつ円滑・快適な交通環境の維持
を図りました。

－２３－

古墳総合調査

（1,066万円）

本県を代表する歴史文化遺産である古墳について、
現状を把握するための古墳総合調査を実施しました。

平成２４年度からの調査が終了し、県内に約13,000
基の古墳があったことが確認されました。

観音山古墳（高崎市） 新設交通信号機


